
イ 本件では,「授業担当計画」について,被告井形と原告で 10月 15日

に協議を行 ったものの,原告 とカ リキュラム検討委員会の意見を受けた

被告井形との間で 「授業担当計画」がまとまらなか った。しかし,原告

の強い要望によ り,被告井形は,合意のとれていない原告作成の 「授業

担当計画」をもって ,推薦委員会の委員長である徳永学長に受理を申し

出たが ,同 学長は受理不可 との結論であり,原告の特任教員推薦を審議

する推薦委員会も不開催 となった。 このように,被 告井形は原告の強い

要望をいれて推薦委員会に 「授業担当計画」を提出 してお り,被告井形

が任用申請を妨害 し,委員会の開催す らさせなかったとの主張は事実に

反する根拠のないものである。

ウ 申請に当たって,被告井形は,原告 と授業担当計画 について協議した

上で推薦委員会に提出するものとされているところ,協議が整わず申請

手続上提出されていないということである。徳永学長は,推薦委員会の

委員長であり,申請に当た り書類が整わず,提 出もできない以上,審査

もできない。それ故 ,「受理Jで きないと決定 した ことに何 ら問題のない

ことは明らかである。推薦委員会は合議体であって も,申請について形

式的要件が備わっているか否かを委員長が審査できることはいうまでも

ない。

「授業計画書」が満たされていない以上 ,「書類の不備Jは明白で,推

薦委員会は受理しておらず,教授会で判断される以前の問題として申請

そのものがなかったことになる。

問題は学部として平成 25年度以降の授業をいかに策定するかという

ことであって,原告の過年度の実績が即授業計画と結びつくものでない

ことを看過しており失当である。

第 3 当裁判所の判断

1 前提事実のほか,証拠 (後掲の各証拠,乙 26, 27.,被 告池島本人,被
ワ
‘
１
■



告井形本人)及び弁論の全趣旨によれば,以下の事実が認められる。

(1)従 前の特任教員への任用

アИ  被告大学の教員のうち,平成 2年度ないし平成 16年度に定年退職

となった者 について,特任教員に任用された者 と,任用されなかった

者の内訳は以下のとお りである (乙 30, 31)。

年 度 任用 された者 任用 されなか った者及び理 由

平成 2年 度 2名 0名

平成 3年 度 1名 0名

平成 4年度 l名 0名

平成 5年度 0名 0名

平成 6年度 々
徊

１
■ O名

平成 7年度 l名 l 名 (不 中請 )

平成 8年度 0名 1 名 (不 明 )

平成 9年度 ○名 1名 (申請取下げ)

平成 10年 度 1名 0名

平成 11年 度 6名 l 名 (不 申請 )

平成 12年 度 2名 0名

平成 13年 度 1名 2名 (不明,不 申請 )

平成 14年 度 2名 0名

平成 15年 度 2名 1 名 (不 申請 )

平成 16年 度 1名 2名 (里上教授 (人 間科学部),推

薦委員会推薦取消 し (経済学部教

授 ))

И 前記Иの平成 16年度に任用されなかった者のうち,経済学部教授

(以下「A教授」という。)に 関する経緯は以下のと`おりである (乙 2
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8の 1な いし 6の 2)。

a 特任教員推薦委員会は,平成 16年 10月 29日 ,委員会を開催

し,A教 授ほか 2名 を平成 17年 度の特任教員に任用することにつ

いて教授会に推薦することを決議 した。

b 経済学部教授会は,平成 16年 10月 29日 ,教授会 を開催 し,

A教授を特任教員に任用することについて,継続審議とすることと

した。

c 特任教員推薦委員会は,平成 16年 ll月 5日 ,委員会 を開催 し,

A教授の特任教員任用申請について,再 度授業計画書の提出を依頼

することとした。

d 経済学部教授会は,平成 16年 11月 12日 ,教授会 を開催 し,

A教授を特任教員に任用することについて ,修正 して提出された「今

後 3年間の授業計画」に基づいて協議 したが,再度 ,継続審議とす

ることとした。

e 特任教員推薦委員会は,平成 16年 12月 2日 ,委員会 を開催 し,

A教授の特任教員任用申請について , 3度 の教授会 を経て も承認を

得 られない ことか ら推薦 を再検討する必要があるとし,次国委員会

までに調査することとした。

f 特任教員推薦委員会は,平成 16年 12月 9日 ,委員会 を開催 し,

A教授の特任教員任用申請について,前記 aの推薦決議 を取 り消し,

推薦 しないこととする旨を決議 した。

g 経済学部教授会は,平成 16年 12月 10日 ,教授会 を開催し,

前記 fの決議を受け,教授会では議題 として取 り扱わないこととし

た。

り  また,前記国のうち,平成 16年度の里上教授については,推薦委

員会が任用推薦の決議をし,教授会 も任用の決定をしたが ,「評議員会」
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及び 「理事会」で審議された結果,理事会が理事長に一任する決議を

し,理事長 は,里上教授を特任教員に任用 しない旨の決定をした (甲

13)。

国  さらに,特任教員推薦委員会は,平成 17年 10月 頃,経済学音卜の

教授 (以下 「B教授」という。)の特任教員任用申請について推薦 しな

いこととした。同月 14日 の教授会においても, B教授の特任教員任

用申請に関 して意見交換が行われた。 (以上につき,乙 29)

イ 被告大学の教員のうち,平成 18年度ない し平成 25年度において ,

特任教員に任用 された教員の数は,平成 18年度が 3名 ,平成 19年度

が 1名 ,平成 21年 度が 3名 ,平成 22年度が 2名 ,平成 23年度が 2

名,平成 23年 度が 1名 ,平成 24年 度が 3名 ,平成 25年度が 1名 で

ある。

(2)原 告の特任教員への任用申請に関する経緯

ア 平成 24年 9月 28日 ,被告大学経営学部教授会が開催され,被告井

形は,学部長が作成すべき授業計画についてカ リキュラム検討委員会の

意見を聴いて行 うことを含め,特任教員の任用手続について説明した (乙

3)。

イ 被告井形は,被告池島に対 し,次回のカ リキュラム検討委員会におい

て,原告の授業担当計画について検討するよ う指示 した。

ウ 被告池島は,平成 24年 10月 12日 開催のカ リキュラム検討委員会

において,原告が被告井形に提出した授業担当計画について検討 した。

同検討委員会 においては,構成員 8名 全員一致の意見で,原告が提出し

た授業担当計画の内容は,不要若 しくは必要度が低いとの結論となった

ため,被告池島は,そ のことを被告井形に報告 した。

工 被告井形は ,平成 24年 10月 15日 ,原告の研究室を訪れ,前記ウ

のカリキュラム検討委員会の見解 を伝え,現 状では原告が提出した授業
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担当計画を推薦委員会に提出す ることができない,投票で否決されるよ

うな事態を避けたいとして,原告に対 し/,特任教員 Aの任用申請を辞退

するよう求めた。これに対 し,原告は,特任教員 Aの任用申請を辞退す

る意向はな く,投票で否決されることになって もかまわないので手続を

進めてほしいとの意向を示 した。 (以上につき,甲 11)

オ 被告井形は,平成 24年 10月 16日 ,徳永学長と協議 し,同 日,そ

の内容等を記載 したメールを,原告に送信 した。同メールには,概要以

下の記載がある。 (以上につき,乙 18)

徳永学長 に対 し,原告の授業計画書に「不備」(カ リキュラム検討委

員会による否認の意味)が あるものの推薦委員会への提案は可能か尋

ねたが,過去の事 Fllにおいても,書類上の 「不備」がある候補者の受

理はしてお らず,推薦委員会の開催 も不可能であるとの回答であり,

今後,手続 を進めていくことは事実上不可能 となった,経営学部にお

いては,教員の講義担当はカ リキュラム検討委員会の審議 を経て教授

会で承認されているか ら,今回についてのみ,カ リキュラム検討委員

会の審議結果を無視 して特任教員の任用手続を進めることは不可能と

考えられる。

力 平成 24年 11月 16日 ,被告大学経営学部の教授会が開催され,原

告の特任教員 Aの 任用申請が不受理となった ことなどが協議された (甲

14, 15,乙 20)。

2 争点 1(被告大学において,特任教員の任用を申請すれば任用されるとい

う労使
1慣
行があったか)について

(1)前記第 2の 1(2)の とお り,被告大学においては,特任教員の任用に関す

る規定が変更されている。そ こで ,1日 規定と現行規定を比較すると,任用

資格の点について,I日 規定では被告大学での在任期間は問題とされていな

かったものが,現行規定においては,被告大学 に一定期間在任 したことが

■
■
９
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